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菊陽町地域防災計画修正の考え方

防災基本計画
熊本県地域防災計画

令和８度菊陽町
地域防災計画

町独自の防災施策等

令和７年度菊陽町
地域防災計画
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被災者支援の充実

修正理由
令和６年能登半島地震を踏まえ、避難生活における生活環境の確保に向
けた取組の充実化や協定・届出避難所に関する情報の事前把握等、被災
者支援の充実を図るために修正するもの。

主な修正
内容

県及び市町村は、国と連携して、避難生活に必要な物資の備蓄、避難所環
境の整備、地域のボランティア人材の確保・育成や災害発生時における官
民連携の強化など、地域防災力の向上に努めるものとする。
県及び市町村は、指定避難所だけでなく、協定・届出避難所として位置づ
けられた避難所についても、あらかじめ情報を把握する。
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防災ＤＸの加速

修正理由
国の新総合防災情報システム（SOBO-WEB）や新物資システム（B-
PLo）を活用すること等により防災DXの加速を図るために修正するもの

主な修正
内容

〇県及び市町村は、各機関が横断的に共有すべき防災情報を、国の新総
合防災情報共有システム（SOBO-WEB）に集約できるよう努める。
〇県は、国の新物資システム（Ｂ－ＰＬо）を活用し、施設（備蓄倉庫・物資
拠点・避難所）ごとの備蓄物資の品目・数量や施設概要等の情報を定期的
に更新するなど、最新の状況を把握するものとする。

出典：内閣府HP
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近年の大規模火災等を踏まえた
「火事災害対策編（大規模な火事災害対策編、林野火災対策編）」

の新設

修正理由
近年の林野火災や大規模火災の頻発化を鑑み、国の防災基本計画を参考
に新設

主な修正
内容

「第５章第１節 大規模な火事災害対策編」において、「１.火災予防」では災
害に強いまちづくり、防災知識の普及について、「２. 災害応急対策」では
消火活動、緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送道路等を明記
「第２節 林野火災対策編」において、「１. 災害予防」では林野火災に強い
地域づくり、林野火災に対する警戒の強化等について、「２. 災害応急対
策」では発災直後の情報の収集・連絡及び活動体制の確立等を明記

出典：菊池広域連合HP
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防災気象情報の改善内容の反映

修正理由 気象庁による防災気象情報の改善に伴い、修正

主な修正
内容

予警報等の定義、職員配置基準等について見直し
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修正理由
令和７年８月豪雨復旧・復興プラン等における内水氾濫対策の推進につ
いて、反映

主な修正
内容

熊本県国土強靱化地域計画「内水氾濫対策の推進」を参考に浸水対策に
取り組むとともに、市町村が主体的に進める内水氾濫対策を支援するも
のとする。
ⅰ）浸水被害の多い河川や市街化区域を流下する河川の整備等のハー
ド対策の重点的な実施
ⅱ）浸水被害の軽減につながる雨水流出抑制対策の促進
ⅲ）市町村での内水ハザードマップ作成促進及び安全な土地利用の検
討促進
ⅳ）雨水管理総合計画策定の促進、下水道施設の整備・機能強化等の
技術的支援
ⅴ）浸水リスクに対応した農業用排水機場の整備推進、BCP検証・見
直し
ⅵ）早期避難につながるソフト対策の推進（SNS等を活用した予防的避
難の呼びかけ等）

内水氾濫対策の推進
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区分 家屋 車両 店舗 その他

被害数 １９ ３４ １ ４

8月１０日 豪雨における 菊陽町の被害状況
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時系列情報（５時）

時系列情報（１１時）

時系列情報（１７時）

時系列情報（２３時）

日
没

18:15

19:30

気象庁 菊陽町

時系列情報（11時）
職員にも自主避難所開設の可能性があることをアナウンス
条件：日没以降翌日の日の出までに警報発表の可能性あり
対応態勢等について検討：体制、開設避難所、車両の一時
避難調整（ゆめタウン）
１５時迄には町長に指示を仰ぎ、１５時までに町民及び職員
へ周知を行う

１５時 町民及び職員へのアナウンス

１６時 情報収集体制

１７時 自主避難所開設完了 （福祉センター、総合体育館、
東部・南部町民センター）

気象防災速報（線状降水帯直前予測）
⇒警戒本部へ移行

町 民

⇒アナウンスを受けて
避難必要の有無を検討

１７時以降、避難所に避難

線状降水帯に関する防災気象情報に対する対応体制



11

原因
短時間での豪雨により、雨水管の浸水能力を超えて浸水・道路冠水等被
害が発生

特性等
全国的にも線状降水帯による被害は拡大
気候変動により今後も短時間での豪雨や台風の勢力増大

対策

〇内水氾濫によるリスクの周知
 市街化区域における雨水処理区域を対象に想定最大規模降雨を前提
とした「内水浸水想定区域図」の策定し、ホームページ上に公表
（市街化区域における雨水管整備区域を対象に、浸水の範囲や深さをシ
ミュレーションし、地図上で分かりやすく表示するもの）
〇ソフト対策
 避難判断に必要な情報提供やマイタイムライン等対応手順の整理
〇ハード対策

 過去の被害状況や地域の地形特性を踏まえ、地域ごとの優先順位を設
定して、効率的かつ総合的なな排水管理

線状降水帯に関する防災気象情報に対するその他の対応
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備蓄について

防災基本計画
熊本県

地域防災計画

〇想定し得る最大規模の災害における想定避難者数と、それに対して必
要となる備蓄量（最低３日間、推奨１週間）を推計し、推計した必要備
蓄量の確保を目指す
〇避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保

町防災計画
反映事項

１ 想定避難者数８０００人（熊本地震）３食×３日
７２０００食 を目標

２ 各避難所にコンテナ倉庫を設置
令和７年度設置：菊陽中部小、菊陽南小、菊陽西小、武蔵ヶ丘小
令和８年度予定：福祉センター、西部町民センター

ふれあいの森研修センター
令和９年度予定：南部町民センター
令和１０年度以降１箇所／年ペースで整備

記載箇所 第２章災害予防第１３節物資・資機材整備・調達

ソーラーパネル及びバッテリーによ
り常時換気、内部照明あり
備蓄品及び量については、現在検討
中（携帯トイレ、食料、水、パー
ティション、ベッド等）
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罹災証明書迅速化ソリューションの導入

令和７年８月１０日豪雨での浸水家屋の住家被害認定（５件）で
初使用、令和８年２月導入今後定期的に訓練等検討

防災基本計画
熊本県

地域防災計画

〇必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定
結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努め
るものとする。
〇当該業務を支援するシステムを活用した、業務の迅速化、効率化
に努める。

町反映状況

記載箇所 第４章地震対策 ８節 被災者自立支援対策
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蓄電池整備事業

防災基本計画
熊本県

地域防災計画

〇避難者一人ひとりの事情や状況に応じて適切な場所で避難生活
を送ることができるよう、多様な避難生活の場所を想定して支援を
検討する必要がある。このため、避難場所に関わらず、支援が必要
な人に必要な支援がなされるよう、避難所という場所に着目した支
援から、避難者等一人ひとりに着目した支援

町反映状況

〇在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け
入れることが困難となる場合に備え、地域の実情に応じ、在宅避難
者の支援拠点として各自治会の公民館などを活用
〇希望する自治会等に蓄電池、充電用ハブを配布
〇令和７年度３２台配布、令和８年度まで実施
（締め切り６／２６）

記載箇所 第２章 第１５節 避難収容
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施策の概要
７５歳以上高齢者のみの世帯を対象に戸別受信機を貸与し、避難指
示等の情報が受け取れる基盤を整備して高齢者の逃げ遅れを防止

配布状況等

〇令和７年度 ５４２世帯に配布
〇今後も、高齢者のみの世帯を対象に配布
〇別途アンテナ工事 ３件

記載箇所 第３章 災害応急対策 第８節 通信施設利用

戸別受信機の無償貸与



設置状況等

〇小・中学校等指定避難所への空調設置
 令和７年度：武蔵ヶ丘中体育館設置
今後の整備予定
令和８年度予定：武蔵ヶ丘中武道場

  令和９年度以降も順次拡充整備

〇マンホールトイレの設置
設置済み：光の森防災広場、菊陽町民グラウンド、鼻ぐり井手公
園、杉並木公園、菊陽町総合体育館、ふれあいの森公園、菊陽西
小学校、東部町民センター）

  今後各小中学校、三里木町民センター、福祉センター、ふれあい
交流・福祉支援センターに災害用マンホールトイレを逐次整備す
る。

記載箇所 第３章 災害応急対策 第１２節 避難収容対策等
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避難所の生活環境改善

電源自立型空調

年 R8年度計画 R9年度計画 R10年度計画
設 計 ５箇所 ２箇所
工 事 ３箇所 １箇所 ６箇所
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